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新 し い 仲 間 Ｐ Ｒ コ ー ナ ー

タイムズの
カーシェア

タイムズモビリティ株式会社　関東第二事業部　横浜法人グループ

TEL.045-224-8925 年末年始及びゴールデンウィークやお盆等の休日期間はご対応が
遅くなりますことをご了承ください。

（平日  9：00～17：00）

駐車場精算にも
ご利用いただけます

法人会員なら月額基本料金 円

お問合せ先

社用車かかるコストを
カーシェアに変える事で削減

繁忙期でクルマが足りない時に
必要な分だけ利用可能

全国にあるカーシェア車両を
いつでも、どこでも

固
定
費

15分220円

ビジネスでも

制度運営

0120-421-493
ご利用の際は、事前に
左記の電話番号へご連
絡ください。葬儀社との
お打合せ後のご連絡で
はご利用になれません

※式場使用料、会葬返礼品や飲食・料理
などの接待費、寺院関係費、火葬料な
どは基本セットに含まれておりません。

全国約500加盟葬儀社
2,700を超える斎場施設

知ってる？
ワンだふるで
頼りになるこの制度

　川崎南法人会会員の方、
ご家族の方、どなたでもご
利用できる福利厚生サービ
スです。

全国儀式サービスホームページ

ユーザー名 gishiki
パスワード kminami_hou

全国儀式サービス 検索

メリット 葬儀費用の負担を軽減葬儀費用の負担を軽減

メリット 葬儀支援サービス独自の「あんしん」葬儀依頼葬儀支援サービス独自の「あんしん」葬儀依頼

電話一本で安心の全国葬儀手配電話一本で安心の全国葬儀手配

全国平均40万円相当の葬儀に必要な基本セットが無料～33万円（税込）でご利用になれます。

ご契約団体の皆様からの葬儀依頼は年間6,500件以上。ご依頼いただくご葬儀は、制度加盟320団体
を代表したご葬儀として、1件1件丁寧な対応を実施いたしております。

●葬儀に必要な基本セット

●祭壇
●お棺
●寝台車
（車庫から10キロまで）

●ご遺影（白黒）
●会葬礼状
（100枚）

●位牌など

●「基本セット」ご利用対象者とご利用料金

●離れて暮らす家族の葬儀も依頼可能

始めに所属団体名「川崎南法人会」とお伝えください。

24時間・365日対応●葬儀のご手配、事前相談は
ヨ ニ イ ー シ ク ミ

対象者（ご葬儀の対象となる故人さま）
●会員企業の75歳未満の全取締役 
　及び 監査役本人

●会員企業の75歳以上の全取締役 
　及び 監査役本人
●本人の配偶者 及び 子女
●本人 及び 配偶者の両親
●本人 及び 配偶者の祖父母

〔特別適用〕本人 及び 配偶者の兄弟姉妹・おじ・おば・孫　33万円（税込）

ご利用料金（税込）

無　料

26.4万円

川崎南法人会
事務局

スマホ版もあります！
㈱全国儀式サービス
コールセンター

「葬儀支援サービス」をご利用されますと、「川崎南法人会」の名札で
生花または花環が一基提供されます。
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法 律 相 談

Ｑ❶ 使用者において「雇止め」について、注意すべき点は何でしょうか。

厚生労働省が「有期労働契約の締結、更新及び雇止めに関する基準について」と題するリーフレットを案内し
ています。それによると、①契約締結時の明示事項等、②雇止めの予告、③雇止めの理由の明示、④契約期間

についての配慮、といったルールが示されています。
① 契約締結時の明示事項等は、使用者は有期労働契約時に、更新の有無の明示、更新する場合又は更新しない場合の

判断の基準の明示などが求められています。
② 雇止めの予告とは、使用者が有期労働契約（３回以上更新されているか、１年を超えて継続して雇用されている労

働者に限る。予め更新をしない旨明示されているものを除く）を更新しない場合には、少なくとも契約の期間が満
了する 30 日前までに、その予告をしなければなりません。

③ 雇止めの理由の明示とは、使用者は雇止めの予告後に労働者が雇止めの理由について証明書を請求した場合は、遅
滞なくこれを交付しなければなりません。また、雇止めの後に労働者から請求された場合も同様です。

④ 契約期間の配慮とは、使用者は契約を１回以上更新し、かつ、１年を超えて継続して雇用している有期労働契約者
との契約更新の際には、契約の実態及び労働者の希望に応じて、契約期間をできる限り長くするように努めなけれ
ばなりません。

Ｑ❷ 労働者から使用者に対し、契約期間満了前までに契約更新の申し込み、あるいは、契約期間満了後遅滞なく
契約締結の申し込みがあった場合はどうなりますか。

労働契約法 19 条によれば、使用者が雇止めあるいは契約締結の申し込みを拒絶することが、客観的に合理的
な理由を欠き、社会通念上相当であると認められないときは、使用者は従前の労働契約と同一内容で労働者か

らの申込を承諾したものとみなされます。
　また、労働契約法 19 条が対象としている有期労働契約は、以下の２つの類型の有期労働契約が挙げられていますので、
これに該当するか否か検討する必要があります。すなわち、①過去に反復して更新された有期雇用契約において、雇止め
や更新拒絶により契約を終了させることが解雇と社会通念上同視できると認められる場合、②労働者が契約期間満了時に、
契約が更新されるものと期待することに合理的な理由があると認められる場合、です。

Ｑ❸ 労働契約法 19条の「客観的に合理的な理由を欠き、社会通念上相当であると認められないとき」とは、正社
員の解雇と同じ判断基準なのでしょうか。

正社員の解雇と比較すると、「客観的に合理的な理由を欠き、社会通念上相当である認められないとき」の判
断は緩やかになされる余地があると思われます。

　この点、業績悪化を理由として人員削減目的の雇止めがなされた事案ですが、①２か月雇用を５回更新した臨時員の雇
止めに当たって解雇の法理が適用さるべきであるが、②終身雇用下のいわゆる本工を解雇する場合とは自ずから合理的な
差異があるとした上、③独立採算の工場の人員を削減する必要があり、余剰人員を他の事業部門へ配置転換する余地もな
い場合に、工場の全労働者につき希望退職者募集の方法をとらずに臨時員全員の雇止めを行ったことに不当・不合理な措
置はないとした昭和 61 年 12 月４日最高裁判決が参考になります。

Ａ❶

Ａ❷

Ａ❸

弁護士　渡　部　英　明
　新型コロナウィルスの感染拡大による影響で、会社の経営の悪化や業務縮小など業務形態の
変更などを背景に、労働者の「雇止め」に関する相談を受けることが多くなりました。
　有期の労働契約は、期間を定めて締結された労働契約ですので、契約を更新せずに契約期間
満了を理由に契約を終了させる「雇止め」を使用者は労働者に告げるのですが、近時、相談が
増えている「雇止め」について、使用者側で注意すべき点など、検討していくことにしましょう。


